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令和２年度 要求額 １，５７１億円 ＋事項要求

令和元年度 予算額 １，２８４億円

比較増減額 ２８７億円増 ＋事項要求

区分
令和２年度
要求額

令和元年度
予算額

比較増減額

一般財源
６７６億円

＋事項要求
５３７億円

１３９億円増
＋事項要求

電波利用料財源 ８９５億円 ７４７億円 １４７億円増

合 計
１，５７１億円
＋事項要求

１,２８４億円
２８７億円増
＋事項要求

※計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。

令和２度テレコム予算概算要求の概要



令和２年度概算要求に係る重点事項 2

１ Society5.0を支えるICTインフラ整備

〇高度無線環境整備推進事業（※） 64.8億円（ 52.5億円）
〇携帯電話等エリア整備事業（※） 35.6億円（ 31.6億円）
〇電波遮へい対策事業（※） 32.5億円（ 42.5億円）
〇衛星放送用受信環境整備事業（※） 11.0億円（ 9.1億円）

２ Society5.0時代に対応した活力ある地域づくり・新産業育成

◎地域課題解決型ローカル5G等の実現に向けた開発実証（※）
70.1億円 （新規）

◎仮想空間における電波模擬システム技術の高度化（※）
30.6億円 （新規）

◎地域IX・CDN等を活用したローカルコンテンツ配信効率化等促進事業
11.4億円 （新規）

◎多言語翻訳の普及推進 1.2億円 （新規）
◎モバイル決済モデル推進事業 6.0億円（補8.5億円）
○情報信託機能活用促進事業 1.5億円（ 1.0億円）

３ Society5.0を支えるサイバーセキュリティ、ICTの安心安全確保

◎グローバル量子暗号通信網構築のための研究開発
15.3億円 （新規）

○IoTの安心・安全かつ適正な利用環境の構築（※）
16.6億円（ 14.6億円）

○ナショナルサイバートレーニングセンターの構築
15.0億円（ 14.9億円）

○サイバーセキュリティ情報共有基盤推進事業 3.6億円（ 3.4億円）
◎インターネット上の海賊版サイト対策に係る検討経費

2.0億円 （新規）

４ 研究開発の推進、破壊的イノベーションの創出

◎多言語翻訳技術の高度化に関する研究開発 20.0億円 （新規）
○国立研究開発法人情報通信研究機構運営費交付金

327.7億円（271.0億円）
○戦略的情報通信研究開発推進事業 21.0億円（ 15.3億円）
◎研究開発型ICTスタートアップ支援プログラム 3.5億円 （新規）
○新たな社会インフラを担う革新的光ネットワーク技術の研究開発

11.0億円（ 9.7億円）
○革新的AIネットワーク統合基盤技術の研究開発 7.0億円（ 7.0億円）

５ Society5.0時代のグローバル競争を勝ち抜くための基盤整備

○ICT国際競争力強化パッケージ支援事業 20.5億円（補12.0億円、3.8億円）
○放送コンテンツの海外展開 24.0億円（補14.5億円、2.0億円）
○国際機関への貢献（万国郵便連合分担金・拠出金） 5.5億円（ 3.3億円）
○経済協力開発機構（OECD）への拠出 0.8億円（ 0.7億円）

６ スマートな行政・暮らしの実現

○地域IoT実装・共同利用総合支援施策 9.7億円（ 3.5億円）
◎自治体AI共同開発推進事業 5.0億円 （新規）
○より高度なスマートシティ実現に向けた都市OS実装支援事業

6.0億円（ 2.2億円）
○医療・介護・健康データ利活用基盤高度化事業 9.1億円（ 8.8億円）
○郵便局活性化推進事業（郵便局×地方自治体×ICT） 0.5億円（ 0.2億円）

７ Society5.0時代の人づくり・働き方改革・豊かなライフスタイル

への支援

○デジタル活用支援員推進事業 3.0億円（ 0.5億円の内数）
○テレワーク普及展開推進事業 4.0億円（ 1.8億円）
◎ICT人材育成・教育基盤構築事業 1.1億円 （新規）
○字幕番組、解説番組、手話番組等の制作促進 5.0億円（ 4.0億円）

８ 防災・減災、国土強靭化

○ケーブルテレビ事業者の光ケーブル化に関する緊急対策事業
事項要求（補15.0億円、 43.1億円）

○公共安全LTEの実現に向けた総合実証（※） 15.3億円（ 3.1億円）
○公衆無線LAN環境整備支援事業（※） 13.9億円（ 11.8億円）
○地域防災等のためのG空間情報の利活用推進 1.5億円（ 0.6億円）
◎共聴施設統合・再編促進事業 6.0億円 （新規）

◎は新規施策
○は継続施策
※は電波利用料財源施策
（ ）は令和元年度予算額
補は平成30年度補正予算額



１ Society5.0を支えるICTインフラ整備

概 要 ：

3

５G・光ファイバ等の全国展開支援を行うなど、ICTインフラの整備を推進

① 5G・IoT等の高度無線環境の実現に向けて、地理的に条件不利な地域において、電気通信事業者等による、
高速・大容量無線局の前提となる光ファイバ等を整備する場合に、その事業費の一部を補助

【高度無線環境整備推進事業】

② 地理的に条件不利な地域において、地方公共団体が携帯電話等を利用可能とするために基地局施設等を
整備する場合や、無線通信事業者が5G基地局などの高度化施設等を整備する場合にその事業費の一部を
補助【携帯電話等エリア整備事業】

③ 鉄道トンネルや医療施設等の携帯電話の電波が届かない場所において、一般社団法人等が携帯電話等
の中継施設を整備する場合に、その事業費の一部を補助【電波遮へい対策事業】

①高度無線環境整備推進事業 ②携帯電話等エリア整備事業 ③電波遮へい対策事業

〇高度無線環境整備推進事業（※） 64.8億円（ 52.5億円）
〇携帯電話等エリア整備事業（※） 35.6億円（ 31.6億円）
〇電波遮へい対策事業（※） 32.5億円（ 42.5億円）
〇衛星放送用受信環境整備事業（※） 11.0億円（ 9.1億円）

居住世帯向け光ファイバの整備率はH30.3末現在98.3％
（未整備世帯は約98万世帯）。 R5年度末までに未整備世
帯を約18万世帯に減少させることを目指す。

5Gへの高度化も補助対象に追加

注：無線局Aと無線局Bとの間の電波が遮
へいされるため、無線局Cを設置すること
によりトンネル内での通信を可能とする。

＜電波遮へい対策事業の整備目標＞

【2018年度末：96.6%】

【2018年度末：94.0%】

【2019年7月時点：76.0%】

【中央本線の一部で対策済】



【高度無線環境整備推進事業】 4

 5G・IoT等の高度無線環境の実現に向けて、地理的に条件不利な地域において、電気通
信事業者等による、高速・大容量無線局の前提となる伝送路設備等の整備を支援。

 具体的には、電波利用料財源を活用し、無線局エントランスまでの光ファイバを整備する
場合に、その事業費の一部を電気通信事業者等に補助する。

（億円）当初予算額スマートホーム

通信ビル

教育ＩｏＴ スマートモビリティ観光ＩｏＴ

農業IoT

コワーキング
スペース

無線局
エントランス

（クロージャ等）

地域の拠点的地点

ア 事業主体： 直接補助事業者：自治体、第３セクター、一般社団法人等、間接補助事業者：民間事業者

イ 対象地域： 地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）

ウ 補助対象： 伝送路設備、局舎（局舎内設備を含む。）等
エ 負担割合：

イメージ図
高速・大容量無線局の前提となる伝送路

令和２年度要求額：64.8億円

（自治体が整備する場合）

国
２／３

自治体
１／３

国（※）

１／２
自治体（※）

１／２

【離島】

【その他の条件不利地域】

（第３セクター・民間事業者が整備する場合）

国
１／２

３セク・民間
１／２

国
１／３

【離島】

【その他の条件不利地域】

３セク・民間
２／３

（※）財政力指数０．５以上の自治体
は国庫補助率１／３



【携帯電話等エリア整備事業】 5

地理的に条件不利な地域において、地方公共団体が携帯電話等の基地局（鉄塔、無線設
備等）、伝送路施設（光ファイバ等）を整備する場合や、無線通信事業者が高度化施設（５G
等の無線設備等）や基地局の開設に必要な伝送路施設を整備する場合に、国がそれらの
整備費用の一部を補助する。

ア 事業主体： 地方公共団体 ←基地局施設・伝送路施設（設置）

無線通信事業者 ←伝送路施設（運用）、高度化施設（設置）

イ 対象地域： 地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）

ウ 補助対象： 基地局施設（鉄塔、局舎、無線設備等）、伝送路施設（光ファイバ等）

高度化施設（５G等の無線設備等）の設置費用

伝送路施設の運用費用（中継回線事業者の設備の１０年分の使用料）
エ 補助率： ４／５、２／３、１／２、１／３

イメージ図

令和２年度要求額：35.6億円



【電波遮へい対策事業】 6

鉄道トンネルや医療施設等の公共施設内において、移動通信用中継施設の整備を行う一
般社団法人等に対して、国がその設置費用の一部を補助する。

ア 事業主体： 一般社団法人等

イ 対象地域： 鉄道トンネル、道路トンネル、医療施設

ウ 補助対象： 移動通信用中継施設（鉄塔、局舎、アンテナ、光ケーブル等）
エ 補助率： 鉄道トンネル １／３（※）

※ 直近１０年間継続して営業損失が発生している鉄道事業者が営業主体となる新幹線路線における対策の場合は
５／１２

道路トンネル １／２
医療施設 １／３イメージ図

令和２年度要求額：32.5億円

注：無線局Ａと無線局Ｂとの間の電波が遮へいされるため、無線局Ｃを設置することにより
代替する伝送路を開設。



２ Society5.0時代に対応した活力ある地域づくり・新産業育成 7

概 要：

① 地域の企業や自治体をはじめ、様々な主体が個別のニーズに応じて独自の５Ｇシステムを柔軟に構築でき、
地域課題解決に資することが期待されている「ローカル５Ｇ」等の実現に向け、地域のニーズを踏まえた開発実
証を推進【地域課題解決型ローカル5G等の実現に向けた開発実証】

② ローカル発を含むコンテンツの効率的・安定的なネット配信を実現するため、最適なネットワーク構成及びコン
テンツ配信基盤の在り方を技術的な観点から総合的に検証し、関係事業者による適切な設備投資、新サービ
ス創出等を促進【地域IX・CDN等を活用したローカルコンテンツ配信効率化等促進事業】

③ モバイルQRコード決済を地域で面的に導入するモデルを全国に普及させるための支援、キャッシュレス決済
基盤が整備された地域で決済データ等を利用するための環境整備を実施【モバイル決済モデル推進事業】

①地域課題解決型ローカル5G等の実現
に向けた開発実証

②地域IX・CDN等を活用したローカル
コンテンツ配信効率化等促進事業

③モバイル決済モデル推進事業

◎地域課題解決型ローカル5G等の実現に向けた開発実証（※） 70.1億円（新規）
◎仮想空間における電波模擬システム技術の高度化（※） 30.6億円（新規）
◎地域IX・CDN等を活用したローカルコンテンツ配信効率化等促進事業

11.4億円（新規）

◎多言語翻訳の普及推進 1.2億円（新規）
◎モバイル決済モデル推進事業 6.0億円（補8.5億円）
○情報信託機能活用促進事業 1.5億円 （1.0億円）

インフラ監視

河川監視

スマート工場

建機遠隔制御

農業での
活用

建設現場
での活用

工場での
活用

スマート農業

防災現場
での活用

決済事業者A
決済事業者B
決済事業者C

・
地元スーパーX
地元スーパーY

決済データ

購買データ

地域の
データ

活用基盤

利活用

地元スーパー
小規模店舗
交通機関
行政

標準API
標準ルール

（ローカル5Gの利用イメージ）

【現状のインターネット通信】

東京等に通信が集中
（非効率・災害時脆弱性）

地方の通信拠点
からも配信

【効率的・安定的な通信】

ローカルコンテンツも
効率よく配信可能

全国向けコンテンツ

IX
CDN

ローカル局



【ローカル5Gの概要】 8

建物内や敷地内で自営の５Gネットワークとして活用ゼネコンが建設現場で導入
建機遠隔制御

事業主が工場へ導入
スマートファクトリ

農家が農業を高度化する
自動農場管理

自治体等が導入
河川等の監視

センサー、4K/8K

ローカル5Gの特徴

 ローカル5Gは、地域や産業の個別のニーズに応じて地域の企業や自治体等の様々な主体が、
自らの建物内や敷地内でスポット的に柔軟に構築できる5Gシステム。

 例えば、通信事業者によるエリア展開がすぐに進まない地域でも、独自に5Gシステムをス
ポット的に構築・利用することが可能。

 通信事業者のサービスと比較して、使用用途に応じて必要となる性能を自ら柔軟に設定す
ることが可能であり、また、他の場所の通信障害や災害、ネットワークの輻輳などの影響
を受けにくい。

※自らローカル５Gの無線局免許を取得することも、業者に委託することも可能

インフラ監視

河川監視

スマート工場

建機遠隔制御

農業
での活用

建設現場
での活用

工場での
活用

スマート農業

防災現場
での活用



【ローカル５Ｇの利用イメージ】 9



【ローカル５Ｇの候補帯域とスケジュール】 10

28GHz帯の100MHz幅について早期の制度化を目指す

 ローカル5Gは、4.6～4.8GHz及び28.2～29.1GHzの周波数を利用することを想定してい
るが、その中でも、他の帯域に比べて検討事項が少ないと思われる28.2～28.3GHzの
100MHz幅については、年内に制度化を行う想定。

2019 2020

28.2-28.3GHz
技術的条件のとりまとめ
（６月１８日）

★

それ以外の帯域
技術的条件のとり
まとめ（６月）

★

制度化、申請受付開始
（12月頃）

★

制度化、申請受付
開始（11-12月）

★

【4.5GHz帯】

4500 4600 4800

NTTドコモ
100MHz ↑↓

ローカル5G①
※公共業務用システムと要調整

27.4 27.8

ソフトバンク
400MHz ↑↓

28.3 29.1 29.528.2

KDDI/沖縄セルラー
400MHz ↑↓

NTTドコモ
400MHz ↑↓

楽天モバイル
400MHz ↑↓

27.0

【28GHz帯等】 ローカル5G②100M
Hz 

↑↓

他システムとの周波数共用条件を検討済

※衛星通信事業者
と要調整

※当面は「屋内」又は「敷地内」
での利用を基本とする



【地域課題解決型ローカル５G等の実現に向けた開発実証】 11

地方発のアイデアの具現化には通信技術・インフラ、人的リソース・財源のマッチングが課題となっている。
地方からのアイデア/ニーズの実現を支える効率的な仕組みを構築することが必要。

地域の企業や自治体をはじめ、様々な主体が個別のニーズに応じて独自の５Ｇシステムを柔軟に構築でき、地域課題
解決に資することが期待されている「ローカル５Ｇ」等の実現に向け、地域のニーズを踏まえた開発実証を推進。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

農業 医療

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

…

 プロジェクトの募集・選定
 メーカー等とのマッチング

 インフラ整備、実証への参画
 製品の提供

地域課題
解決モデ
ル（仮）

地域課題解決
モデルの実証

モビリティ

地域課題
解決モデ
ル（仮）

…
地域課題
解決モデ
ル（仮）

地域の産学官金・地元コンサル等

地域課題
解決モデ
ル（仮）

地場産業等

通信事業者・メーカー

 技術実証のアレンジ

実証拠点・
環境の整備

高度無線
システムの
技術実証

選定にあたって
は、
 技術実証として
の有効性だけで
なく、国内外へ
の展開の可能性

 参加機関自身に
よる機器提供等
何らかのコスト
負担の有無

等を考慮する。

※ 他の地域への試験導入用の機器の貸出しや、実証
成果のクラウド化等、容易に横展開できる仕組みを構築

プロジェクト事務局

令和２年度要求額：70.1億円



３ Society5.0を支えるサイバーセキュリティ、ICTの安心安全確保 12

概 要：

① 量子コンピュータ時代において、国家・重要機関間の機密情報を安全にやりとりするため、グローバル規模
での量子暗号通信網の実現に向けた研究開発を推進【グローバル量子暗号通信網構築のための研究開発】

② 我が国のサイバーセキュリティを強化し、安心安全な国民生活や社会経済活動を確保
(a) IoT機器の調査/注意喚起を行うプロジェクト「NOTICE」やサプライチェーンリスク対策を含めた５Gのセキュリ
ティ対策等を実施【IoTの安心・安全かつ適正な利用環境の構築】

(b) ナショナルサイバートレーニングセンターにおいて、サイバーセキュリティの確保を担う人材を育成
【ナショナルサイバートレーニングセンターの構築】

(c) 情報共有基盤の高度化等や総合通信局を中心とした情報共有体制の構築を実施
【サイバーセキュリティ情報共有基盤推進事業】

③ インターネット上の海賊版サイト対策について利用者権利を尊重しつつ効果的な方策を検討・実施
【インターネット上の海賊版サイト対策に係る検討経費】

通信事業者
(ISP)

①機器調査

②情報
提供

③注意喚起

インターネット上のIoT機器
機器の利用者

情報通信研究機構
（NICT）

ｻﾎﾟｰﾄ
ｾﾝﾀｰ

サイバー攻撃に
実際に用いられた
パスワード等を
使用して調査

ホワイトハッカーに
よる脅威分析

多種多様なデー
タによる異常
動作の確認

疑似
攻撃 基地局

コア

モバイルエッジ
コンピューティング

5G仮想環境オープン・ソー
ス・ソフトウェ
ア脆弱性解析

①グローバル量子暗号通信網構築の
ための研究開発

②「NOTICE」の実施 ②５Gのセキュリティ対策

衛星系
衛星間中継技術、及び地上系との統合検証

量子通信

量子暗号装置
（エンコーダ）

量子暗号装置
（デコーダ）

地上系長距離リンク技術

地上系中継技術

古典(光)通信路

量子通信路
中継器

◎グローバル量子暗号通信網構築のための研究開発 15.3億円 （新規）
○IoTの安心・安全かつ適正な利用環境の構築（※） 16.6億円（ 14.6億円）
○ナショナルサイバートレーニングセンターの構築 15.0億円（ 14.9億円）
○サイバーセキュリティ情報共有基盤推進事業 3.6億円（ 3.4億円）
◎インターネット上の海賊版サイト対策に係る検討経費 2.0億円 （新規）



【IoT利用環境の適正な運用及び整備等に資するガイドライン等策定】 13



【実践的サイバー防御演習 （CYDER）】 14



４ 研究開発の推進、破壊的イノベーションの創出

概 要：

15

① ＡＩ技術の飛躍的展開
ＡＩによる多言語翻訳技術の更なる高精度化（文脈に応じた語彙の統一、話者の意図の補完、議論にも利用可能な翻訳）及び

同時通訳を実現するための研究開発を推進 【多言語翻訳技術の高度化に関する研究開発】

② 破壊的なイノベーションの創出
ＩＣＴ分野における新規性に富む研究開発課題への挑戦【戦略的情報通信研究開発推進事業】

①多言語翻訳技術の高度化に関する研究開発 ②異能vationプログラム（戦略的情報通信研究開発推進事業）

◎多言語翻訳技術の高度化に関する研究開発 20.0億円 （新規）
○国立研究開発法人情報通信研究機構運営費交付金

327.7億円（271.0億円）
○戦略的情報通信研究開発推進事業 21.0億円（ 15.3億円）

◎研究開発型ICTスタートアップ支援プログラム 3.5億円 （新規）
○新たな社会インフラを担う革新的光ネットワーク技術の研究開発

11.0億円（ 9.7億円）
○革新的AIネットワーク統合基盤技術の研究開発 7.0億円（ 7.0億円）

高精度・低遅延な

同時通訳の実現

 訪日外国人及び在留外国人は年々増加※し、日本全国で外国人との交流の機
会は今後ますます増加
※年間訪日外国人旅行者数：約3,119万人(H30)、在留外国人数：約273万人(H30.12月)

 2025年には大阪・関西万博も控え、多言語翻訳技術の更なる高度化が必要

「江戸時代
初頭に･･･」

(英)In the beginning 
of the seventeenth 

century・・・
詳細な

内容を･･･

(中)17世纪初・・・・ (英)Yes, …

本部

現場

破壊的な
技術課題
に挑戦

技術
課題

異色多様な挑戦者 公募 支援 地球規模の展開

評
価

・地球規模の発信
・国際展開の支援

令和元年度は
試行的に実施。

イベント・ピッチ参加等
による国際展開支援

オウンドメディア等
を用いた発信支援

※破壊的な挑戦部門とジェネ
レーションアワード部門の応
募件数の合計

プレ異能
vation

地域の「個性」を支援し、
全国の破壊的イノベー

ションの種を育成

（名門）

異能
マスターズ

<異能β>

評
価

・自薦/他薦
・日本で活躍したい
海外人材や企業

平成30年度：11,420件※

対象者：大いなる可
能性のあるICT課題
に挑戦する者

応募要件：年齢制
限なし、国籍不問

支援額：300万円（上限）
期間：１年間
採択件数：60件程度（想定)
評価：スーパーバイザーの直

感による絶対評価

伊藤 穰一
MITメディアラボ
所長

上田 学
米国MODE, Inc.
CEO

小川 エリカ
ギネスワールド
レコーズジャパン

中須賀 真一
東京大学
教授

川西 哲也
早稲田大学
教授

高須 克弥
高須クリニック
院長

外村 仁
Evernote Japan
前会長

高橋 智隆
ロボ・ガレージ
代表取締役社長

原田 博司
京都大学
教授

三池 崇史
映画監督

牧野 友衛
トリップアドバイザー
代表取締役

まつもと ゆきひろ
Ruby Assoc.
理事長

アダム・ディアンジェロ
Quora創業者兼CEO
元FacebookCTO



16５ Society5.0時代のグローバル競争を勝ち抜くための基盤整備

ICTグローバル戦略に基づき、ICT･郵便分野における日本の強みを海外展開し、経済成長を実現するととも
に、国際機関と連携したプロジェクト等を通じた国際協力等を推進。

① 通信・放送・郵便システム、防災／医療ICT、セキュリティ等のICTインフラプロジェクト・システムについて、海
外展開を促進 【ICT国際競争力強化パッケージ支援事業】

② 放送局等と自治体、地場産業、観光業等の関係者が幅広く協力し、訪日外国人観光客の増加や地場産品
等の販路拡大を通じ、地域活性化等に資する放送コンテンツを海外に発信 【放送コンテンツの海外展開】

③ 2020年に事務局長選挙を予定する万国郵便連合（UPU）を通じ、郵便局ネットワークの耐災害性・環境貢献
の向上に加え、社会的、経済的活用等の取組の推進を国際的に普及【万国郵便連合分担金・拠出金】

概 要：

① ICT国際競争力強化パッケージ支援事業 ③万国郵便連合拠出金② 放送コンテンツの海外展開

○ICT国際競争力強化パッケージ支援事業 20.5億円（補12.0億円、3.8億円）
○放送コンテンツの海外展開 24.0億円（補14.5億円、2.0億円）
○国際機関への貢献（万国郵便連合拠出金等） 5.5億円（ 3.3億円）
○経済協力開発機構（OECD）への拠出 0.8億円（ 0.7億円）



17６ スマートな行政・暮らしの実現

① 地域におけるIoT等の実装を推進するとともに、地方公共団体におけるAI導入を推進するため、AI・IoT等の
革新的技術（地域IoT)の実装計画の策定支援、初期投資等に対する補助等、地方公共団体等に対して総合
的に支援を実施 【地域IoT実装・共同利用総合支援施策】

② 観光、防災等複数の分野でデータを利活用してサービスを提供するデータ利活用型スマートシティの構築

を関係府省と一体となって推進 【より高度なスマートシティ実現に向けた都市OS実装支援事業】

③ 新たな通信・放送技術の活用も見据えた遠隔医療モデルの構築等に資する調査・検討、普及啓発や８Ｋ、
ＡＩ等の医療等分野での利活用に向けた研究開発を実施 【医療・介護・健康データ利活用基盤高度化事業】

概 要：

③医療・介護・健康データ利活用基盤
高度化事業

②より高度なスマートシティ実現に向けた
都市OS実装支援事業

①地域IoT実装・共同利用総合支援施策

●遠隔医療モデルの構築

●８Ｋ内視鏡システムの開発、遠隔医療への応用

○地域IoT実装・共同利用総合支援施策 9.7億円（ 3.5億円）
◎自治体AI共同開発推進事業 5.0億円 （新規）
○より高度なスマートシティ実現に向けた都市OS実装支援事業 6.0億円（ 2.2億円）
○医療・介護・健康データ利活用基盤高度化事業 9.1億円（ 8.8億円）
○郵便局活性化推進事業（郵便局×地方自治体×ICT） 0.5億円（ 0.2億円）



18地域ＩｏＴ実装推進ロードマップ① 実証フェーズ 実装フェーズ

項 目
課
題

2020年度
（達成すべき指標）

地域ＩｏＴ
分野別モデル

効
果

人
材
の
育
成

次
代
を
担
う

向
上
・
格
差
是
正

教
育
の
質
的

政策目標2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

教 育

I
C
T
環
境
の
不
備

教
材
・
指
導
者
・

・
教
育
格
差

社
会
変
化
へ
の
対
応

ICT環境等の整備促進

学習系クラウド標準化
ガイドブック発行

校務系・学習系システム間の連携実証・標準化教育クラウド・
プラットフォーム

プログラミング教育
官民コンソーシアムによる教材開発・指導者育成等の推進、ＩＣＴ環境等の整備促進

地域実証

医 療
介 護
健 康

医
療
費
増
大

高
齢
化
の
進
展

クラウド型医療情報連携ネットワーク（ＥＨＲ）の高度化・実装医療情報連携

ネットワーク（ＥＨＲ）

医
療
費
適
正
化

健
康
寿
命
延
伸

医療・介護・健康データ

利活用モデル(PHR)

農林
水産業

の
技
術
継
承

新
規
就
農
者
へ

・高
齢
化

担
い
手
の
減
少

防 災

農業情報に関する
ガイドラインの策定スマート農業・

林業・漁業モデル

地域
ビジネス

商
店
街
の
衰
退

地
域
内
売
上
減
少

地域ビジネス活性化モデルの優良事例の創出・成功モデルの普及展開
地域ビジネス
活性化モデル

売
上
増

域
外

向
上

生
産
性

マイキー
プラットフォーム システム構築・各地域での実証事業及び全国展開

売
上
増

商
店
街

地
域

人
手
の
確
保

生
産
性
向
上
・

省
力
化

軽
労
化
・

関係省庁と連携したガイドラインの検証・全国普及

観 光

受
入
環
境
の
整
備

地
域
の
観
光
情
報
発
信

観光クラウドの優良事例の創出・成功モデルの普及展開

社会実装に向けた取組の推進共通クラウド基盤の構築・機能拡大、地域実証

多言語音声翻訳技術の研究開発・技術実証

おもてなしクラウド

観光クラウド 観
光
消
費
増
加

観
光
客
増
加

高度化システムの普及展開災害情報の視覚化、多様なメディアとの連携
Ｌアラート

Ｇ空間防災システム

力
の
向
上

地
域
防
災Ｇ空間を活用した地域防災システムの普及展開

働き方
労
働
力

不
足

人
口
減
少

テレワーク

Ｗ
Ｌ
Ｂ
の
確
保

生
産
性
向
上

人
口
増
加

移
住
・交
流

テレワークの普及展開

ふるさとテレワークの普及展開

収
集
・
判
断
・
伝
達

迅
速
・
確
実
な

災
害
情
報
の

20１８年度末を目途に全国運用開始、情報伝達者の参加促進、情報内容の拡充、平時の体制強化

普及展開
多言語音声翻訳

スマート
シティ

解
決

課
題

都
市

データ利活用型
スマートシティ

先導的なデータ利活用型スマートシティの構築・検証 成功モデルの普及展開

大規模実証・改善

官民
協働

サービス

行
政
の
効
率
化
・
サ
ー
ビ
ス
向
上

地
域
ビ
ジ
ネ
ス
・
サ
ー
ビ
ス
実
施シェアリングエコノミー

地域実装、ルールの整備、働きかけ等

シェアリングエコノミーに対する理解醸成、民間プラットフォームの活用・連携の推進、事業環境の整備

ビッグデータ
利活用

オープンデータ
利活用

オープンデータのための標準化の推進、地方自治体職員等の意識醸成等
官
民
協
働
に
よ
る
地
域
づ
く
り

政
策
資
源
の
制
約

オープンデータ・テストベッド（仮称）の運用

調整・仲介（マッチング）機能の運用

オープンデータ・テストベッド（仮称）の整備

調整・仲介（マッチング）機能の創設

クラウド上の教材等を
利活用可能な学校：１００％

クラウド上の教材・地域人材等を活用したプログ

ラミング教育を実施可能な学校：１００％

実装医療圏数：
15程度（2017）～順次拡大（2020）

患者数：実装医療圏人口の5%

実装主体数：８０団体
利用者数：３０万人

システム実装地域数：
３００

運用都道府県数：全都道府県
情報伝達者数：１，０００

高度化実装都道府県数：１５

システム実装自治体数：１００

テレワーク導入企業数：３倍
雇用型在宅型テレワーカー数：１０％以上

整備箇所数：１００箇所
地域の雇用創出：1,600人

地域で活動する企業におけるICT端末・
サービスの利活用状況を全国区に展開

する企業と同程度まで引き上げ

ポイント導入自治体数：
１，３０３

翻訳システム
導入機関数：１００

共通クラウド基盤を利用した
サービスを順次拡大

システム実装団体数：１５０

オープンデータに取り組む
自治体：１００％

オープンデータの利活用
事例数：１００

ビッグデータ利活用に取り組む
地域数:３００

シェアリングエコノミー
活用自治体数：１００

実装地域数：２０カ所程度

官民双方にメリットのある持続的なオープンデータ利活用モデルの構築

地方自治体におけるビッグデータ利活用に関するモデルの構築等

シェアリングエコノミーに係るルールの明確化

データ利活用人材の育成・外部人材との連携等

ビッグデータ利活用モデル等の地域実装の促進

子育て

子
育
て
負
担
の
増
大

妊娠・出産・子育て

支援ＰＨＲモデル

子育て支援

プラットフォーム

子育て支援システム優良事例の創出 子育て支援システムの普及展開 システム実装地域数：30地域
（子育て支援システム）

出
生
率
の

向
上

子
育
て
世
帯

の
就
労
促
進

子
育
て

負
担
の
軽
減

安
心
な

子
育
て

実装主体数：20団体
利用者数：３万人

地
域
経
済
の
活
性
化
、
地
域
課
題
の
解
決
に
よ
る
「地
域
経
済
と
地
方
創
生
の
好
循
環
」

向
上

Ｑ
ｏ
Ｌ

生
産
性

都
市
の

妊娠・出産・子育て支援ＰＨＲモデルの
自律的普及展開の促進

妊娠・出産・子育て支援ＰＨＲモデルの開発

普及展開

普及展開個人の医療・介護・健康情報を時系列的に管理できるPHRの実現に
向けたアプリケーション及びプラットフォームの開発

子育てワンストップサービスの
制度設計・構築

子育てワンストップサービスの実施

スマート農業・林業・漁業モデルの優良事例の創出・成功モデルの普及展開

地

域

の

生

活

に

身

近

な

分

野



19地域ＩｏＴ実装推進ロードマップ② 実証フェーズ 実装フェーズ

ＩｏＴ基盤

整備箇所数：約３万箇所

テストベッド整備数：１０
テストベッド利用者数：１００

実践的サイバー防御演習

Ｗｉ－Ｆｉ整備計画の策定

世界に先駆け５Ｇ実現５Gシステム総合実証試験

５G
実現

ネットワーク

セキュリティ

参照モデル構築・ルール整備等

ＩｏＴテストベッドの整備・供用、新たな電気通信技術の開発・実証
テストベッド

明確化するルールの数：２０
参照モデルの実装数：５０

ＩｏＴサービス創出のための地域実証を通じた参照モデル構築、ルール明確化等
利活用ルール

関係制度整備等
５G研究開発、標準化活動、連携団体の活動支援

防災拠点等におけるＷｉ－Ｆｉ整備の推進、
整備計画の更新

サイバーセキュリティ確保のための対応体制強化

ナショナルサイバートレーニングセンターによる人材育成

脆弱なIoT機器に関する
国民及びメーカへの周知徹底

演習受講者数：年間３，０００人以上

地域内の人材の育成及び地域外の人材の活用
によりIoT実装事業に円滑に対応可能な地域

100％

地域IoT人材の
育成・活用

モデルの地域実装、ルールの整備、働きかけ等

￥￥

地域IoT人材創造プランに基づく各プログラムの展開・施策の更新
自治体と民間企業等が参加するネットワークにおける支援分野等別に各種施策を実施

項 目
課
題

2020年度
（達成すべき指標）

地域ＩｏＴ
分野別モデル

効
果 政策目標2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

地
域
経
済
の
活
性
化
、
地
域
課

題
の
解
決
に
よ
る
「
地
域
経
済

と
地
方
創
生
の
好
循
環
」

地域ＩｏＴ実装の「分野別モデル」



【地域IoT実装・共同利用総合支援施策】 20

① 地方公共団体の地域IoT実装計画の策定支援

・ 現場における推進体制整備、 AI・IoT等の革新的技術
（地域IoT）の実装の具体的な戦略・計画の策定への支援

② 地域ＩｏＴの実装に向けた財政支援※

・ AI・IoT等の革新的技術（地域IoT）利活用の成功モデル実装
への財政支援

＜ 概 要 ＞

 地域におけるIoT等の実装を推進するとともに地方公共団体におけるAI導入を推進するため、AI・IoT等の革新的

技術（地域IoT）の実装を目指す地域を対象に、地域IoT実装計画の策定支援、地域IoT実装に向けた財政支援、

地域情報化アドバイザー派遣による人的支援など、地域IoTの実装を総合的に支援。

※財政支援の補助率等
補助対象：都道府県及び指定都市を除く地方公共団体、民間事業者等
補助率 ：①都道府県及び指定都市を除く地方公共団体（②を除く）並びに民間事業者については、事業費の１／２補助（補助額上限2,000万円）

②都道府県及び指定都市を除く地方公共団体のうち、条件不利地域（※）に該当する地方公共団体は定額補助（補助額上限1,500万円）又は事業費の１／２補助
（補助額上限2,000万円）

地域ＩｏＴ実装・共同利用度総合支援施策（①②）： Ｒ２年度9.7億円（要望枠）
地域情報化の推進（本省・地方）（③④）：Ｒ２年度1.8億円（要求枠）

③ 地域情報化アドバイザー派遣等による人的支援

・ AI・IoT等の革新的技術の知見を有する専門家の派遣等によ
り、AI・IoT等の革新的技術の実装を促進

・ 総務省内にICT地域活性化サポートデスクを開設、地方公共
団体等からの問合せに対応

・ 自治体CIO育成研修の実施

④ 地域ＩｏＴ実装の全国的な普及促進活動

・ ICT地域活性化大賞、地域ICT/IoT実装セミナーの開催 等

地域IoT実装・共同利用総合支援施策

R2年度拡充

R2年度拡充 （※）過疎地域、辺地、離島、半島、山村、特定農山村、豪雪地帯



【地域ＩｏＴ実装のための計画策定・推進体制構築支援事業】 21

地
域
Ｉ
ｏ
Ｔ
の
導
入
に
よ
る

具
体
的
な
地
域
課
題
の
解
決

 具体的な地域課題解決を目指して地域ＩｏＴの導入を希望・検討しているものの、十分な知見やノウ
ハウ等を有しないために取組が進んでいない地方公共団体※に対して、地域ＩｏＴ導入の第一歩とな
る計画策定を支援するもの。

 各採択団体における具体的な地域ＩｏＴの導入に向けた計画策定を目指し、総務省及び支援実施事業
者が、計４回の会合と随時のテレビ会議等を通じて地方公共団体を徹底的に支援。

 2018年度から開始、初年度は７団体で計画策定・推進体制構築を支援（2019年度６団体実施中）。

事業スケジュール

各団体による取組
（例）
 各団体内での地域IoT

導入事業立ち上げ
（予算要求）

 国事業への応募準備
 市町村官民データ活用

推進計画への盛り込み

８月～年度内

第２回会合
（東京にて全団体集合）

→地域課題の明確化等講座、
各団体間での情報共有 等

第３回会合
（東京にて全団体集合）

→ 中間発表、有識者の助言 等
第４回会合

（各団体にて個別実施）

→ 計画完成に向けた最終調整

６月～７月

支援対象団体
の公表

第１回会合
（各団体にて個別実施）

→ICT/IoTの基礎
知識講座、地域
課題の明確化
等

テレビ会議・メール・電話による随時のサポート

４月～５月

支援対象団体の
公募・選定

年度内
地域IoTの導入に
向けた計画策定！

（2月頃 成果報告会＠東京）※支援対象団体の必須条件
①次の取組を行う意向があること
・ 具体的な地域IoT実装に関
する計画の策定

・ 本事業に採択された場合の速
やかな計画策定等に向けた検
討体制の構築

②総務省のICT／IoT振興施策
による地域IoTの導入等を行っ
た実績がないこと

③民間企業との間で、 ICT／
IoTの取組推進のための地域
包括連携協定を締結していな
いこと



【地域IoT実装・共同利用推進事業】 22



【自治体AI共同開発推進事業】 23

【目標・成果イメージ】
○ 令和２年度末までに300地域において、AI等革新的
ビッグデータ処理技術を活用する取組を創出。

○ 幅広い自治体が共同で安心して利用できる新たなク
ラウドAIサービスを実現し、業務効率化による職員の
負担軽減や住民サービスの向上につなげる。

AI活用が進められていない行政分野へのAI導入や、クラウドサービスとして共同利用できるAI導入についての開発
実証等を行うことにより、自治体が共同で使えるクラウドAIサービスの導入に向けた標準仕様及び導入に当たっての
留意点・手順を「自治体AI活用ガイドブック（仮称）」として確立し、全国の自治体におけるクラウドAIサービスの共同利
用を推進する。

【これまでの取組・現状】
○ 減少を続ける自治体職員を本来注力するべき業務に振り
向けるため、急速に進展しつつあるAI等革新的ビッグデー
タ処理技術の活用による業務の効率化・高度化を推進する
ことは喫緊の課題。

○ 「経済財政運営と改革の基本方針2019」（令和元年６
月21日閣議決定）では「関係府省庁は、地方自治体と連携
して横展開可能なAIを開発し、全国に広げていく」と、
「成長戦略フォローアップ」（令和元年６月21日閣議決
定）では「遅くとも2020年代に各行政分野において標準シ
ステムやAI・RPA等のサービスの全国的な提供、地方公共
団体における全ての手続の原則電子化・ペーパレス化を実
現する」とされている。

○ 本年度(平成30年度２次補正予算)は、複数自治体で利用
可能となるクラウドAIの実証を行っている。

令和２年度要求額：5.0 億円



【実証案件の考え方】 24

○「地域情報プラットフォーム標準仕様」の対象26業務について、関連のある業務を集約して
以下の１０分類とし、今年度実施した３業務を除く７業務について実施することにより、
自治体の主要業務分野におけるユースケースを網羅する。

税 収滞納管理 住民管理 財務会計 総務

教育 保険 福祉 医療、健康 文書管理姫路会津若松 北九州

○実証事業の実施に当たっては、
→ 自治体の主要業務におけるＡＩ活用の効果を具体的に示し（例：○○事務の処理時間が
○○○○時間削減）、自治体における導入インセンティブの向上を図る。

→特に来年度実証案件については、人口５万人規模以下の小規模自治体を含む共同利用型
クラウドAI実証について一部分野で実施し、小規模自治体におけるＡＩ導入の課題把握
（例：人的リソース不足）及びその解決策についても検討を行う。

＜対象１０業務＞



【「地域情報プラットフォーム標準仕様」の概要】 25
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 自治体の庁内における業務システムのマルチベンダ化を進めるために、庁内の様々な業務システム間の情報連携
を可能とする標準仕様。自治体業務のうち、住民基本台帳、個人住民税等26業務の情報システムについて
標準化（団体内統合宛名、防災、教育等の基幹系以外の業務・機能を含めると32システム）。
 総務省事業として策定し、（一財）全国地域情報化推進協会（APPLIC）において「地域情報プラットフォー
ム標準仕様書」として公開、準拠製品登録制度を設け運用中。80％を超える自治体において準拠製品を導入。

 業務ごとに最適な製品を選定可能とし、コスト削減、業務の利便性向上が可能。
 業務ごとにベンダーが異なる状況（マルチベンダー）が実現可能（地域情報プラットフォーム標準仕様においては、必要と

なる情報の取り出し方（インタフェース）が標準化されるため、どのベンダー同士でも情報のやり取りが可能）。

＜地域情報プラットフォーム標準仕様の構造及びメリット＞ ＜対象とする自治体業務（２６業務）＞

地域情報プラットフォーム標準仕様とは

地域情報プラットフォーム標準仕様のメリット

住民基本台帳

印鑑登録

個人住民税

軽自動車税

国民年金

固定資産税

収滞納管理

住登外管理

法人住民税

国民健康保険

介護保険

後期高齢者医療

戸籍

児童手当

財務会計

選挙人名簿管理

乳幼児医療

健康管理

ひとり親医療

障害者福祉

就学

児童扶養手当

生活保護

人事給与

文書管理

庶務事務



【地域情報化アドバイザー派遣制度】 26

 地域が抱える様々な課題を解決するため、ICTを利活用した取組を検討する地方公共団体等からの求めに応じ、
ICTの知見等を有する「地域情報化アドバイザー」を派遣し、 ICT利活用に関する助言等を行う。

• 同一地域の同一プロジェクトに対する同一アドバイザーの派遣は原則年１回（７時間×３日間）まで。

令和２年度要求額：1.2億円の内数
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※2019年度の値は10／1現在の派遣決定数

総務省が委嘱した
地域情報化アドバイザー



【ICT地域活性化サポートデスク】 27

地域情報化（ICTの実装や地方公共団体が保有するデータの活用等）を支援するため、
地域情報化に関する問合せに一元的に対応する「ICT地域活性化サポートデスク」を設置。

地方公共団体／地域情報化に関わる企業・団体

支援施策、制度等に
ついて問い合わせ・
マッチング

地域情報化
アドバイザー

・地域IoTや地方公共団体のデータ活用先進事例を知りたい
・国の支援制度等について紹介してほしい
・法令、条例等各種制度について教えてほしい 等

・総務省の各種支援事業
の紹介

・地方局によるフォロー

ICT地域活性化サポートデスク
事務局：総務省（情報流通行政局 地域通信振興課）

連絡先： [メール]ict-support@soumu.go.jp [TEL]03-5253-6080

地域が必要とする
情報や先進事例を
収集・蓄積・提供

総務省関係課
地方局

関係府省
関係団体

アドバイザーの紹介
や派遣により助言・
支援等

メール／電話で
問い合わせ

データベース



【より高度なスマートシティ実現に向けた都市OS実装支援事業】 28

各都市・地域の課題解決を促進するため、関係府省で構築するアーキテクチャに基づく都市OSを実装した

オープンなプラットフォーム上で、観光、防災等複数の分野でデータを利活用してサービスを提供するデータ

利活用型スマートシティの構築を関係府省と一体となって推進する。

データ利活用型スマートシティ

近隣自治体等へ
横展開し、波及効果を最大化

都市が抱える多様な課題解決を実現

データ連携基盤
（モジュール＆クラウドによる共通化）

農林水産

交通

観光

健康・医療

行政 気象

大企業やベンチャー
企業など、多様な

主体が参画

様々なデータを収集

○補助対象：地方公共団体等
○補助率：１／２
○平成29年度から開始（継続）
（ICTスマートシティ整備推進事業）

○新しい日本のための優先課題推進枠

都市ＯＳ※を実装
※都市ＯＳ：
データ連携基盤の機能群のうち、
各種データの連携・分析から
サービス提供に至るまでの機能

を指す。

令和２年度要求額：6.0億円（うち補助金額5.2億円）



７ Society5.0時代の人づくり・働き方改革・豊かなライフスタイルへの支援 29

① Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０時代に誰もが対応できる環境の整備
(a) 高齢者、障害者等が、住居から地理的に近い場所で、心理的に身近な人からＩＣＴを学べるように「デジタル
活用支援員」の仕組みを検討【デジタル活用支援員推進事業】

(b) 地域で子供達がプログラミング等ICT活用スキルを学ぶ仕組みである「地域ＩＣＴクラブ」の普及展開に向け
た教材の体系化等や、Society5.0時代に対応可能なIoT応用人材育成のためのプログラム開発等を実施
【ICT人材育成・教育基盤構築事業】

② ＩＣＴを利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方「テレワーク」の更なる推進
【テレワーク普及展開推進事業】

③ 字幕番組、解説番組及び手話番組の制作費に対する助成等を通じて、視聴覚障害者等向けテレビジョン
放送の充実を図ることにより、放送を通じた情報アクセス機会の均等化を実現
【字幕番組、解説番組、手話番組等の制作促進】

概 要：

①デジタル活用支援員推進事業 ②テレワーク普及展開推進事業

○デジタル活用支援員推進事業 3.0億円（ 0.5億円の内数）
○テレワーク普及展開推進事業 4.0億円（ 1.8億円）
◎ICT人材育成・教育基盤構築事業 1.1億円 （新規）
○字幕番組、解説番組、手話番組等の制作促進 5.0億円（ 4.0億円）

③字幕番組、解説番組、手話番組等の
制作促進

天気の状況が心配
だわ。
避難すればいいの
かしら？

なるほど！
今後の避難情報に
注意しないと
いけないわ。

情報を取得できない視聴者が発生

字幕付与により情報を分かりやすく伝達

字幕がないと･･･

○○川が警戒水域を超え、
氾濫のおそれがあります。

字幕付与



【デジタル活用支援員推進事業】 30

○ 本格的なIoT・AI時代の到来に向け、高齢者、障害者（以下「高齢者等」という。）が人生100年時代の中で
活き活きとICT機器を利活用することで、IoT・AIによる恩恵を受け、より豊かな生活を送ることができるように
することが必要である。
このため、高齢者等が、住居から地理的に近い場所で、心理的に身近な人からICTを学べる環境を整備する

ため、 「デジタル活用支援員」の仕組みを検討する。
○ 本年度はこの仕組みに関して、全国普及のための具体的なスキームについての実証を行う。

令和２年度要求額：3.0 億円



８ 防災・減災、国土強靭化 31

① 放送ネットワークの整備支援
(a) ケーブルテレビネットワークの耐災害性強化のための緊急対策を実施
(b) 地上デジタル放送の受信環境を将来にわたって確保するため、共聴施設の統合・再編等を促進
【ケーブルテレビ事業者の光ケーブル化に関する緊急対策事業、共聴施設統合・再編促進事業】

② 公共安全関係府省等が共同で利用できる、電波の有効利用に繋がる「公共安全LTE」（PS-LTE）の実現に
向け、通信エリアの拡大に資する技術の検討や模擬環境における総合的な動作検証を実施
【公共安全LTEの実現に向けた総合実証】

③ 防災拠点（学校等の避難所・避難場所、官公署）及び災害発生時の情報伝達手段の強化が望まれる公的
な拠点（博物館、文化財、自然公園等）においてWi-Fi環境の整備を行う地方公共団体等に対し、その費用の
一部を補助 【公衆無線LAN環境整備支援事業】

概 要：

①ケーブルテレビ事業者の光ケーブル化に関する
緊急対策事業、共聴施設統合・再編促進事業 ③公衆無線LAN環境整備支援事業

公共安全LTE

②公共安全LTEの実現に向けた総合実証

○ケーブルテレビ事業者の光ケーブル化に関する緊急対策事業 事項要求（補15.0億円、 43.1億円）
○公共安全LTEの実現に向けた総合実証（※） 15.3億円（ 3.1億円）
○公衆無線LAN環境整備支援事業（※） 3.9億円（ 11.8億円）
○地域防災等のためのG空間情報の利活用推進 1.5億円（ 0.6億円）
◎共聴施設統合・再編促進事業 6.0億円 （新規）

ＣＡＴＶ事業者

共聴施設

ＣＡＴＶ事業者

光ノード

タップオフヘッドエンド
アンテナ

光ケーブル化
光ケーブル
同軸ケーブル



【公衆無線LAN環境整備支援事業】 32

ア 事業主体：財政力指数が０．８以下（３か年の平均値）又は条件不利地域（※）の

普通地方公共団体・第三セクター

※ 過疎地域、辺地、離島、半島、山村、特定農山村、豪雪地帯

イ 対象拠点：最大収容者数や利用者数が一定以下の

①防災拠点：避難所・避難場所（学校、市民センター、公民館等）、官公署

②被災場所と想定され災害対応の強化が望まれる公的拠点：博物館、文化財、自然公園 等

ウ 補助対象：無線アクセス装置、制御装置、電源設備、伝送路設備等を整備する場合に必要な費用 等

エ 補 助 率：１／２（財政力指数が０．４以下かつ条件不利地域の市町村については２／３）

伝送路設備

制御装置
（センター設備等）

無線アクセス装置
（IEEE802.11ac対応Wi-Fi）

電源装置

イメージ図

 防災の観点から、防災拠点（避難所・避難場所、官公署）及び被災場所として想定され災害対応の強化が望まれる
公的拠点（博物館、文化財、自然公園等）における公衆無線LAN（Wi-Fi）環境の整備を行う地方公共団体等に対
し、その費用の一部を補助する。

 令和元年度総務省行政事業レビュー「公開プロセス」において、大規模災害予想地域での整備促進や災害対応を踏
まえた整備目標数の精査の必要性等について指摘があったこと等を踏まえて、令和３年度まで事業を延長すること
とし、 防災等に資するWi-Fi環境の確実な整備を進める。

Wi-Fiのメリットとして、災害時には、携帯電話等が輻輳のために
利用できない場合でも、情報収集が可能
ラジオや防災行政無線等の片方向の情報伝達手段と異なり、被
災者のニーズに応じた情報収集が可能

避難所・避難場所 官公署

文化財
案内所自然公園・都市公園 博物館

防災拠点、災害対応の強化が望まれる公的拠点

令和２年度要求額：13.9億円

http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56


【Ｌアラート（災害情報共有システム）の概要】 33

•テレビや携帯電話、ネットなど
多様なメディアを通じて、確実・
迅速に住民へ情報提供。

•情報伝達に係る個別入力が
なくなり負担軽減。

情
報
発
信
者

•データ入力の手間を省いた
確実・迅速な情報伝達が可能。

•標準データ形式による情報
入手により効率的な情報提供
やコストの削減を実現。

情
報
伝
達
者

•多様で身近なメディアを通じ、い
つでも、どこでも確実・迅速に情
報を入手することが可能。

•災害に関する緊急情報をリアル
タイムに受信可能。

地
域
住
民
等

＜ Ｌアラートの仕組み ＞ ＜ Ｌアラート導入の効果 ＞

 Ｌ(Local)アラートとは、地方公共団体等が発出した避難指示や避難勧告といった災害関連情報をはじめと
する公共情報を放送局等多様なメディアに対して一斉に送信することで、災害関連情報の迅速かつ効率的な
住民への伝達を可能とする共通基盤。

 総務省では、災害時における、より迅速かつ効率的な情報伝達実現のため、Ｌアラートの一層の普及・活用を
推進。

 一般財団法人マルチメディア振興センターが運営。
 地域住民等は、情報伝達者を介して、Ｌアラートから配信される公共情報を取得。



【東日本大震災等からの復興】 34

• 東日本大震災からの復興に向けた新たなまちづ
くりに合わせて、超高速ブロードバンド、放送
の受信環境及び公共施設等向け通信基盤・シス
テム等のICT基盤の整備を支援

① 被災地域情報化推進事業

② 情報通信基盤災害復旧事業

• 東日本大震災により被災した地域の超高速ブ
ロードバンドサービス施設、ケーブルテレビ
等の有線放送施設及び公共施設間を結ぶ地域
公共ネットワーク施設等のICT基盤の復旧を支
援

令和２年度要求額：0.3億円

令和２年度要求額：0.1億円



９ 税制改正要望及び財政投融資計画要求における情報通信関連事項

２ 令和２年度 財政投融資計画要求
事業名 事業の概要 計画額

株式会社海外通信・放送・郵便事
業支援機構(JICT)を活用した我が
国企業の海外展開支援

海外において電気通信事業、放送事業又は郵便事業等を
行う者に対して資金の供給、専門家の派遣その他の支援
を行うJICTを活用し、我が国の事業者の海外展開を支援。

産業投資 450億円
政府保証 270億円

１ 令和２年度 税制改正要望

税制名 概要 税目

地域データセンター整備促進
税制【拡充・延長】

地域のデータセンター等を整備するため、総務大臣の認定を受けた実施
計画に従って電気通信設備を取得した場合の法人税の特別償却(15％)及
び固定資産税の課税標準の特例措置(3/4(３年間))を拡充及び延長。

(国)法人税
(地)固定資産税

放送ネットワーク災害対策用
設備等に係る課税標準の特例
措置【延長】

被災情報や避難情報など地域住民の生命・財産の確保に不可欠な情報を
確実に提供するため、民間ラジオ放送事業者の予備送信設備等に係る固
定資産税の課税標準の特例措置(3/4(３年間))を延長。

(地)固定資産税

(1) 新設要望
税制名 概要 税目

５G投資促進税制【新設】
５Gの早期展開を加速するため、ローカル５G基地局及び全国５G基地
局(認定された開設計画を前倒して開設したものに限る。)の設備等に係
る法人税・所得税の税額控除(５％)又は特別償却(30％)及び固定資産税
の課税標準の特例措置(1/2(５年間))を創設。

(国)法人税・所得税
(地)固定資産税

(2) 延長・拡充要望

（注）上記のほか、他省庁主管による共同要望あり。

35



インバウンド向けの取組～YouTubeチャンネルの開設～ 36



参 考 37

令和2年度総務省所管予算概算要求の概要
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kanbo04_02000120.html

Society5.0時代の持続可能な地域社会の構築

（総務省重点施策２０２０）
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kanbo05_02000120.html

ICTインフラ地域展開マスタープラン
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban14_02000389.html

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kanbo04_02000120.html
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kanbo05_02000120.html
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban14_02000389.html


お問い合わせ先 38

総務省 東北総合通信局

情報通信部 情報通信振興課

電 話：022-221-0711

メール：seibi-toh@ml.soumu.go.jp

mailto:seibi-toh@ml.soumu.go.jp
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